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１．開会 


 


２．委員長あいさつ 


 


３．議 事     


 


（１）議会基本条例の検討状況の報告について 


 


（２）アンケートの実施について 


 


（３）その他 


・第５回検討委員会の開催等について 他 













資料 １


地方自治法の主な改正経過等の概要（平成元年以降の議会関係を中心に） 


平成３年 :  (1) 委員会は、当該普通地方公共団体の事務に関する調査又は審査のため、参


考人の出頭を求め、その意見を聴くことができるものとした（法第 109 条、


第 109 条の２、第 110 条）。 


(2) 条例で議会運営委員会を置くことができるものとした（第 109 条の２）。 


平成 9年 :  (1) 外部監査制度の創設に伴い、外部監査人に対する議会の説明要求や包括外


部監査契約締結の際議会の議決を要することとするなど所要の規定を設け


た（法第 252 条の 33、法第 252 条の 34、法第 252 条の 35、法第 252 条の


36、第 252 条の 39、法第 252 条の 40）。 


地方分権推進委員会第２次勧告 


地方公共団体における長と議会との機能バランスを保ちつつ、地方議会の


組織に関する自己決定権を尊重し、一層の活性化を図る。 


平成11年 :  地方分権一括法 


 


(1) 市町村議会の議員の定数は条例で定めるものとし、当該定数は、現行法第


91条１項に規定する定数に相当する数を超えない範囲で定めることとした


（法 91 条関係）。 


(2) 議員が議案を提出する場合に要する賛成者の人数要件を緩和する（議員定


数の８分の１以上の賛成議員定数の 12 分の１以上の賛成（法第 112 条第２


項））。 


(3) 議員が修正案を提出する場合に要する賛成者の人数要件を緩和する（議員


定数の８分の１以上の賛成→議員定数の 12 分の１以上の賛成）（法第 115


条の２）。 


平成12年 :  地方分権一括法施行（平成 12 年 4 月 1日） 


 (1) 地方公共団体の議会は、地方公共団体の公益に関する事件についての意見


書を、新たに国会に対しても提出できることとした（法第 99 条）。 


(2) 地方公共団体は、条例の定めるところにより、議会における会派又は議員


に対し、政務調査費を交付することができることとした。また、政務調査費


の収入及び支出の報告書を議長に提出しなければならないこととした（法第


100 条第 14 項、第 15 項）。 







(3) 常任委員会の設置数に係る人口段階別制限を廃止した（法第 109 条第１


項）。 


平成14年 :  (1) 議会は、議案の審査又は当該普通地方公共団体の事務に関する調査のため


その他議会において必要があると認めるときは、会議規則の定めるところ


により議員を派遣することができることとした（法第 100 条第 13 項）。 


(2) 議会は条例の制定又は改廃の直接請求により付議された事件の審議を行


なうに当たっては、政令の定めるところにより、当該請求代表者に意見を


述べる機会を与えなければならないものとした（法第 74 条第４項）。 


(3) 議会における選挙について、点字投票を行うことができるものとした（法


第 118 条第１項）。 


(4) 合併協議会の設置を求める住民発議が行われた場合には、住民発議を行っ


た代表者に対して、議会の議案審議の際に意見を述べる機会を与えなけれ


ばならないものとした(合併特例法第４条第 6項)。 


平成15年 :  (1) 指定管理者制度の導入に関し、普通地方公共団体は、指定管理者の指定を


しようとするときは、あらかじめ、当該地方公共団体の議会の議決を経な


ければならないものとした(法第 244 条の２第６項)。 


平成16年 :  (1) 普通地方公共団体の議会の定例会について、回数にかかる制限を無くし、


毎年、条例で定める回数を招集しなければならないものとした(法第 102 条


第 2項関係)。 


(2) 特定の納税者にかかる税収の割合が高い法定外税(法定外普通税・法定外


目的税)を新設又は変更する場合について、条例制定前に議会で納税者の意


見を聴取することとした(地方税法第 669 条第２項、第 731 条第３項)。 


平成18年 :  (1) 議会は、議案の審査又は当該普通地方公共団体の事務に関する調査のため


に必要な専門的事項に係る調査を学識経験を有する者等にさせることがで


きることとした(法第 100 条の２)。 


(2) 議長は、議会運営委員会の議決を経て、当該普通地方公共団体の長に対し、


会議に付議すべき事件を示して臨時会の招集を請求することができるもの


とした(法第 101 条第２項)。 







(3) 常任委員会への所属制限を撤廃した(法第 109 条第 2 項)。 


(4) 常任・議会運営・特別委員会の委員を、閉会中においては、議長が、条例


で定めるところにより選任することができることとした(法第 109 条第 3


項、第 109 条の 2第 3項、第 110 条第 3項)。 


 


(5) 常任・議会運営・特別委員会は、議会の議決すべき事件のうちその部門に


属する当該普通地方公共団体の事務に関するものにつき、議会に議案(予算


を除く)を提出できるものとした(法第 109 条第 7 項第 8 項、第 109 条の 2


第 5項、第 110 条第 5項)。 


(6) 電磁的記録により会議録を作成することができることとした(法第 123


条)。 


(7) 議会事務局の役割を「庶務」から「事務」に改めた(法第 138 条第 7項)。 


(8) 長の専決処分について、「議会を招集する暇がないと認めるとき」を「議


会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的


余裕がないことが明らかであると認めるとき」に改め、緊急性の要件を明


確化した(法第 179 条)。 


平成20年 : (1) 会派代表者会議や全員協議会等の議員の活動については、会議規則に定め


るところにより、「議案の審査又は議会の運営に関し協議又は調整を行う


ための場」における活動に該当することとなり、法律上の議会活動として


明確にすることができることとした（法第 100 条関係）。 


(2) 議員の報酬の支給方法等に関する規定を他の行政委員会の委員等の報酬


の支給方法等に関する規定から分離するとともに、報酬の名称を議員報酬


に改めることとした（法第 203 条関係）。 


 
 








資料 ３


議会基本条例について 


 


現在までの会議の開催状況等について 


 


① 全体会議４回 


・ 議会基本条例をテーマと決定するまで２回開催 


・ ３回目は神原北海学園大学教授による研修 


・ ４回目は議会基本条例の中間案について検討 


 


② 役員会議１１回 


・ 議会基本条例をテーマと決定するまで６回開催 


・ ７回以降は主に推進チームの報告を受ける中で必要な検討 


 


③ 推進チーム会議２０回 


・ １回目は座長及び副座長の選任 


・ ２日目は年間スケジュールの策定 


・ ３回～６回 他市の基本条例の検討 


・ ７回～１１回 議会基本条例の中間案及び市民意見交換会の開催につい


て協議 


・ １２回～２０回 中間案及び市民意見交換会等を基に議会基本条例案の


策定 


 


④ 市民意見交換会の開催  


・ 市内１３箇所の公民館で開催した。 


 ・ 全議員（延べ９５名）が参加し、市民は４２９名が参加した。 


   


⑤ パブリックコメント（７月１日から３１日まで）意見は０件 


 


⑥ 各会派での検討 最低３回 


１回目は中間案について、２回目は市民意見交換会の市民の意見について、


３回目以降は議会基本条例案について検討を行った。 
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   大分市議会議員政策研究会 


議会運営委員会（平成１８年１１月２４日） 


 議長より提案があり、議会全体として、会派を超えて政策研究に取り組み、政策的条例


の策定や政策提言を行うための検討組織を設置することについて地方分権等調査特別委員


会において検討していくことを了承する。 


 


地方分権等調査特別委員会（平成１８年１２月１日） 


会派を超えて政策研究に取り組み、政策的条例の策定や政策提言を行うための検討組織


を設置する方向で確認し、詳細については会派に持ち帰り検討することとした。 


  


地方分権等調査特別委員会（平成１８年１２月１２日） 


 大分市議員政策研究会の設置要綱案について内容の確認をし、了承を得た。 


 


議会運営委員会（平成１８年１２月１３日） 


 地方分権等調査特別委員会で大分市議員政策研究会を設置すること及び要綱案について


全会一致を見たことを報告し、了承を得た。 


 役員の選任については、代表者会議に委ねることとした。 


 


会派代表者会議（平成１９年２月２６日） 


 役員は、各会派の代表者とする方向で協議を行った。 


 


第１回役員会 （平成１９年９月２６日）  


①会長の選出 


②副会長の選出 


役員は、各会派（6 会派）の団長を選出。 


 


第２回役員会 （平成１９年１０月１日） 


①発会式について 


②政策課題募集要項について 


③大分市議会議員政策研究会設置要綱の一部改正について 


政策課題の募集にあたっては、政策の目的、効果、政策の概要等を項目とした。 
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設置要綱の一部改正の内容は、役員会に副議長がオブザーバーとして参加できるように


するもの。 


 


第１回全体会議（発会式） （平成１９年１０月１０日） 


 


第３回役員会 （平成１９年１1 月 8 日） 


①政策課題の応募状況とその概要について 


②第 4 回役員会について 


③当面の日程について 


政策課題の応募状況については、条例案 1１本、政策提言３本の応募があり、うち、３本


が議会基本条例であった。 


 


第４回役員会 （平成１９年１１月２６日） 


①応募課題の発表 


第３回役員会で報告された政策課題等について、それぞれ提案者より説明を受けた（計


１０人）。 


 


第５回役員会 （平成１９年１２月３日） 


①政策課題の選定 


②推進チームの人数及び会派割り振りの決定 


③推進チームのメンバーの提出期限の決定 


 政策課題として、議会基本条例が選定された。 


 


第６回役員会 （平成１９年１２月１３日） 


①推進チームのメンバーの決定 


②推進チームの座長、副座長の互選について 


③第２回全体会議について 


 


第２回全体会議 （平成１９年１２月１７日） 


政策課題の確定及び推進チームのメンバーの発表（議員政策研究会として、議会基本条例


の制定を目指すことが決定する。） 
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第１回推進チーム会議 （平成１９年１２月１７日） 


①座長、副座長の選任について 


  


第２回推進チーム会議 （平成２０年１月１０日） 


①年間スケジュール 


②条例制定権と議会の権能について 


③法制執務・条例の構成について 


 


第７回役員会 （平成２０年１月２１日） 


①年間スケジュールについて 


②先進地視察について 


２月に、伊賀市及び三重県を先進地視察することを決定する。 


 


第３回推進チーム会議 （平成２０年２月２９日） 


①議員政策研究会全体研修会について 


②大分市議会基本条例のたたき台の検討について 


③傍聴者アンケートについて 


④法制執務について 


 たたき台については、栗山町、湯河原町、三重県、伊賀市、出雲市及び京丹後市を参考


に作成したものを提示した。「第２ 議会の原則」、「第３ 議員の原則」、「第４ 会派」に


ついて議論した。 


 


第４回推進チーム会議 （平成２０年３月２６日） 


①大分市議会基本条例のたたき台の検討について 


②市民意見交換会について 


③法制執務 


 前回の議論の論点整理を行うとともに、たたき台の検討を行った。（「第５ 市民と議会


の関係」について議論した。） 


 


第３回全体会議 （平成２０年４月２日） 
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講師 北海学園大学法学部教授 神原 勝 教授 


演題 「議会改革と自治体再構築の展望－議会基本条例を中心に－」 


 


第５回推進チーム会議 （平成２０年４月１５日） 


①大分市議会基本条例のたたき台の検討について 


②法制執務 


③日程等について 


 前回の議論の論点整理を行うとともに、たたき台の検討を行った。（「第６ 市長等と議


会の関係」、「第７ 自由討議による合意形成」、「第８ 委員会等の適切な運営」について


議論した。） 


 


第８回役員会 （平成２０年４月２１日） 


①議会基本条例の状況について 


②市民意見交換会等について 


 推進チーム座長より、検討状況（論点整理）の報告を受けた。６月の中間報告案までに


は、意見を整理・集約するように指示した。 


  


第６回推進チーム会議 （平成２０年４月３０日） 


①大分市議会基本条例のたたき台の検討について 


②市民意見交換会について 


③法制執務 


④日程等について 


 前回の議論の論点整理を行うとともに、たたき台の検討を行った。（「第９ 政治倫理」、


「第 10 政務調査費」、「第 11 議員の身分・待遇」、「第 12 議会・議会事務局の体制」、


「第 13 最高規範性及び検討」について議論した。） 


 


第７回推進チーム会議 （平成２０年５月２６日） 


①日程等について 


②大分市議会基本条例のたたき台の検討について 


③北名古屋市と栗山町への視察について 


④法制執務 
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 前回の議論の論点整理を行うとともに、前回までの議論を踏まえ、たたき台の修正案に


ついて議論した。 


 


第８回推進チーム会議 （平成２０年６月２日） 


①大分市議会基本条例のたたき台の検討について 


②法制執務について 


③日程等について 


 前回の議論の論点整理を行うとともに、前回までの議論及び視察を踏まえ、たたき台の


修正案について議論し、推進チームとしての中間案を作成した。 


推進チームの中間案を会派に持ち帰り、各会派で検討することとした。 


 


第９回推進チーム会議 （平成２０年６月１２日） 


①大分市議会基本条例の中間報告書案の検討結果について 


②法制執務について 


③日程等について 


中間報告書案について各会派で検討した結果を持ち寄り、再度中間案を作成した。 


 


第 9 回役員会 （平成２０年６月１８日） 


①議会基本条例の中間報告書案について 


②市民意見交換会等について 


推進チームの座長及び副座長から中間報告書案の報告を受け、当該案を全体会議に提出


することを決定した。 


 


第 10 回推進チーム会議 （平成２０年６月１８日） 


①議会基本条例の中間報告書案について 


②市民意見交換会等について 


 役員会の結果の報告を座長及び副座長から受けた。 


 市民意見交換会の司会等の割り振りの案を決めた。 


 


第 4 回全体会議 （平成２０年６月２３日） 


①議会基本条例の中間報告書案について 
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②市民意見交換会等について 


 中間報告書案及び市民意見交換会について承認を得た。 


 


第 1１回推進チーム会議 （平成２０年６月２３日） 


①議会基本条例の中間報告書案について 


②市民意見交換会等について 


 全体会議の結果を受け市民意見交換会を推進チームを中心として行うことを確認した。 


 


市民意見交換会（平成２０年７月７日～１７日） 


市内 13 箇所の公民館において、議員政策研究会主催で開催した。 


 全議員（延べ９５名）が参加し、市民は４２９名が参加した。 


 意見交換会の運営は、すべて議員が行った。 


 


第 1２回推進チーム会議 （平成２０年８月１日） 


①市民意見交換会等における意見等について 


②日程等について 


③法制執務について 


 市民意見交換会を行ったことは、意義があったということで意見が一致した。 


 今後のスケジュール予定を決定した。 


 


第 10 回役員会 （平成２０年８月６日） 


①市民意見交換会等における意見等について 


②今後の日程について 


推進チームの座長及び副座長から市民意見交換会における市民の意見等の報告を受け、


推進チームで解決できる部分、他の委員会に関する部分に分けて行うことを了承した。


今後の議員政策研究会の日程について了承した。 


 


第 1３回推進チーム会議 （平成２０年８月６日） 


①市民意見交換会等における意見等について 


 市民の意見を「チェック機能」、「条文に影響のある部分」、「制度等に関する部分」、「市


民意見交換回答に関する部分」等の 9 つに分けて議論することとした。 
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 議会活性化推進会議の重要性及び位置付けについて議論した。 


 


第 1４回推進チーム会議 （平成２０年８月１９日） 


①市民意見交換会等における意見等について 


②前文及び目的について 


 市民意見交換会等における意見等についての推進チームの対応案について協議した。 


 また、前文いついては、再度協議することとした。 


 


第 1５回推進チーム会議 （平成２０年８月２５日） 


①前文及び目的について 


②会派説明の資料について 


 前文及び目的の案を作成した。 


各会派で検討するための資料を作成した。 


 


第 1６回推進チーム会議 （平成２０年９月１０日） 


①会派での検討結果について 


②議会基本条例の施行期日について 


 各会派での意見の集約を行った。 


 施行期日は、４月１日がいいのではという意見になった。 


 次回までに条例案を作成することとした。 


 


第 1７回推進チーム会議 （平成２０年９月１７日） 


①条例案について 


 中間報告と条例案を新旧対照表を基に検討をして、概ね原案で良いとなったが、次回の


会議で決定することとした。 


  


第 1８回推進チーム会議 （平成２０年９月２５日） 


①条例案について 


 議案のフォームでの条例案及び提案理由について協議し、条例案を決定した。  


 議会活性化推進会議の位置付け、市民意見交換会での市議会だよりに関する意見や執行


部に関する意見について役員会に諮ることとした。 
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第 1１回役員会 （平成２０年１０月１０日） 


①条例案について 


②その他について 


 推進チームの座長及び副座長から中間報告と推進チームの条例案を新旧対照表を基に説


明を受け、条例案について承認した。 


 議会活性化推進会議の位置付けについては、重要性については認識してもらったが要綱


で細部は定めることとなった。市民意見交換会での市議会だよりに関する意見や執行部に


関する意見については了解した。 


 


第 1９回推進チーム会議（平成２０年１０月１０日）  


①条例案について 


②その他について 


 議会基本条例案については、役員会で承認をもらったことを報告し、各会派で検討する


こととした。 


 


第２０回推進チーム会議（平成２０年１０月２４日） 


①会派での検討結果について 








大分市議会基本条例（案）の骨子 
 
前文 
 議会基本条例を制定する経緯や決意について定めています。 


① 日本国憲法で、住民の直接選挙で選ばれた議員により構成され


る議会は、地方公共団体の議事機関と位置付けられていること。


② 議会は、地方分権の進展に伴い地方公共団体の権限の拡大等が


行われている中で、市政の運営に関し二元代表制の一翼を担う重


大な責務があること。 
③ 議会に係る基本的事項を定め、その責務を明らかにし、将来に


わたり市民福祉の向上のために全力をあげて市民の信託にこた


えること。 
 


 
 
第１章 目的 
 この条例は、市長とともに二元代表制の一翼を担う議会の基本的事


項を定め、市民福祉の向上及び市政の発展に寄与することを目的とす


ることを定めています。 
 


 
 
第２章 議会及び議員の活動原則 
議会の活動


原則 
 議会は、市民の代表機関であり、市民の信託を受けていることから、


その信託に応えて活動する議会のあり方を明らかにしようとするも


のです。 


 ① 市長及び他の執行機関（以下「市長等」という。）の市政運営


状況をチェックすること。 


 ② 市民と一緒にまちづくりの活動に取り組むこと。 


 ③ 市民に開かれた議会を目指し、市民に対する説明責任を果たす


こと。 


 ④ 市民に分かりやすい議会運営を行うために条例等を絶えず見


直すこと。 


 
議員の活動


原則 
 議会の機能を具体的に担うのは議員であることから、議員のあるべ


き姿を明らかにしようとするものです。 


 ① 議会が言論の府であること及び合議制の機関であることを認


識し、議員相互の自由な討議を尊重すること。 


 ② 市政全般の課題と市民の多様な意見等を的確に把握し、自己の


資料 ４
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能力を高める不断の研さんに努めること。 


 ③ 市民全体の福祉の向上を目指して活動すること。 


 ④ 自らの議会活動について、市民に対する説明責任を果たすこ


と。 


 
会 派  会派は、議会運営に重要な役割を果たしていることから、議会基本


条例においてその位置づけと役割を明確にしようとするものです。 


 ① 議員は、議会活動を行うため、会派を結成することができるこ


と。 


 ② 会派は、議会が行う政策立案、政策決定、政策提言等に関し、


必要に応じて合意形成に努めること。 


 
 
 
第３章 市民と議会の関係 


 議会は、市民の代表機関であり、市民の信託に応えて活動する議会


の運営のあり方を具体的に定めています。 


 ① 議会の透明性を高め、市民に対し議会の活動に関する情報を公


開すること。 
 ② 常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会（以下「委員会」


という｡）を原則公開すること。 
 ③ 請願及び陳情の提案者の意見を聴く機会を設けるよう努める


こと。 
 ④ 市民との意見交換会の開催などにより、議会が行う活動に市民


が参加できる機会を確保し、市民の意見を反映させた政策提言の


拡大を図ること。 


 ⑤ 議会広報紙の発行、議会報告会の開催等により市民への議会活


動の報告を行うよう努めるとともに、市民の意見を聴取すること


等により、議会運営の改善を図ること。 


 
 
 
第４章 市長等と議会の関係 


市長等との


関係の基本


原則 


議会は、市長等と緊張ある関係を構築して事務の執行の監視及び評


価を行い、自らも政策立案及び政策提言を通じて、市政の発展に取り


組むことを定めています。 


 


一問一答に


よる質疑応


答等 


議会の会議における質疑応答等について定めています。 


① 市政上の論点、争点を明らかにするため、質疑応答を一問一答


方式によりできること。 
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② 市長等は、議員の質問等に対して論点、争点を明確にするため、


議長等の許可により、反問できること。 


 


政策等の監


視及び評価 
市長から重要な政策等が提案された際の議会の対応を定めていま


す。 


① 議会は、市長が議会に重要な政策等を提案するときは、市長に


対し政策等を必要とする背景等の説明を求めること。 


② 議会は、重要な政策等の提案を受けたときは、立案及び執行に


おける論点及び争点を明らかにするとともに、執行後における政


策評価に資する審議に努めること。 


 


予算又は決


算における


政策説明資


料の作成 


議会は、市長が予算及び決算を議会に提出するに当たっては、分か


りやすい施策別又は事業別の政策説明資料の作成を求めることを定


めています。 


 
 


 


第５章 自由討議による合意形成 


 議員間の討議を通して意思決定を行う議会のあり方を具体的に定


めています。 


① 議会は、議案等の審議又は審査においては、議員相互の自由な


討議により議論を尽くして合意形成に努めること。 


② 議長及び委員長は、議員相互の自由な討議が積極的に行われる


ように会議等を運営すること。 


③ 議員は、議員相互の自由な討議を通じて合意形成を図るように


努めること。 


 
 


 


第６章 委員会の運営 


 市政に係る個別の課題は、委員会で具体的に調査研究され、審査さ


れることから、委員会のあり方を具体的に定めています。 


 ① 社会経済情勢等により新たに生じる行政課題等に迅速かつ的


確に対応するため、委員会の専門性と特性を考慮し、委員会を適


切に活用すること。 


 ② 参考人制度等を活用し、市民の専門的識見等を委員会の討議に


反映させるよう努めること。 
 ③ 議員と市民が自由に情報及び意見を交換する懇談会等を行う


よう努めること。 
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第７章 政治倫理 
 政治倫理について定めています。 


① 議員は､市政が市民の厳粛な信託によるものであることを認識


し、その信託にこたえるため、政治倫理の向上と確立に努めるこ


と。 
② 政治倫理については、別の条例で定めること。 


 
 
 
第８章 政務調査費 
  政務調査費について定めています。 


① 政務調査費を有効に活用し、積極的に市政に関する調査研究を


行うこと。 


② 政務調査費の交付については、別の条例で定めること。 


 
 
 
第９章 議員の定数及び議員報酬 


議員定数 議会を構成する議員の定数について定めています。 


① 定数は、効率的かつ能率的な議会運営の視点だけでなく、市民


の代表である議会が、市民の意思を市政へ十分に反映させること


が可能となるものであること。 
② 定数の改定に当たっては、公聴会制度の活用等により市民の意


見の聴取に努めること。 
③ 定数は、別の条例で定めること。 


 
議員報酬 議員報酬について定めています。 


① 議員報酬は、社会経済情勢、本市の財政状況、類似する他市の


議員報酬等を勘案し、議員の活動状況を反映したものであるこ


と。 
② 議員提案に係る議員報酬の改定に当たっては、公聴会制度の活


用等により市民の意見の聴取に努めること。 
③ 議員報酬は、別の条例で定めること。 
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第 10 章  議会及び議会事務局の体制整備 


議員政策研


究会及び議


会活性化推


進会議 


 議会に議員政策研究会と議会活性化推進会議を設けることを定め


ています。 
① 議会の政策形成機能を充実させるため、議員政策研究会を置く


こと。 


② 議会の改革に継続的に取り組むとともに、この条例の趣旨に基


づく議会運営を確保するため、議会活性化推進会議を置くこと。


③ 議会は、議員政策研究会と議会活性化推進会議の充実強化を図


ること。 
 


議員研修の


充実 
議会は、議員の政策形成、政策立案等に係る能力の向上を図るため、


議員研修の充実強化に努めることを定めています。 
 


議会広報の


充実 
 議会広報の充実について定めています。 


① 市政に係る重要な情報を、議会の視点から市民に対して提供


し、市民の意見等を取り上げ、その内容や対応について定期的に


公表するよう努めること。 
② 多様な広報手段を活用し、多くの市民が議会と市政に関心を持


つよう議会広報活動に努めること。 


 


議会事務局


の体制強化 
議会の政策立案等を補助する組織として、議長は議会事務局の体制


強化に努めることを定めています。 
 


議会図書室 議員の調査研究に資するために設置する議会図書室を適正に管理、


運営し、資料等の充実に努めることを定めています。 


 


 
 
第 11 章 最高規範性 


最高規範性 議会基本条例が、議会の最高規範であり、議会に関する他の条例等


の制定、改廃に当たっては、この条例の趣旨を尊重することを定めて


います。 


 


議会及び議


員の責務 
 議会と議員の責務を定めています。 


① 議会及び議員は、この条例及び議会に関する他の条例、規則等


を遵守して議会を運営し、市民の信託にこたえること。 
② 議会は、議員にこの条例の理念を浸透させるため、一般選挙を


経た任期開始後速やかに、研修を行うこと。 
 


 








検討 必要 思 記入 ）


○今後の大分市自治基本条例の検討にあたり必要と思われる事項（自由意見）のアンケートについて 資料 ５


●目的


　　　現時点で今後の自治基本条例の検討に必要と思われる事項（各委員の自由意見で結構です）をアンケートで集約し、それを基に


　　今後の検討委員会での大まかな論点を整理するものです。


●記入について


　　・記入する内容は、検討に必要と思われる項目と、それについてのコメントや考え方を記入してください。


　　・項目につきましては今後の検討の参考といたしたいと思いますので、自由で柔軟な発想で記入していただきたいと思います。


　　（参考として別紙に記載例をお示ししておりますが、無理に多くの項目を記入していただく必要はありませんし、現段階で考えが完全に


まとまっていなくても 検討する必要があると思われるものについては記入してください ）　　　まとまっていなくても、 する があると われるものについては してください。


●活用方法


　　・回収したアンケートは、今後の検討委員会の進め方の参考とさせていただきます。


☆提出方法及び提出期限


　　・１２月１５日（月）　までに、郵送、メール、FAX等で事務局に提出をお願いします。


　　・事務局　〒870-8504　大分市荷揚町２番３１号　大分市企画部企画課


　　　　　　　　TEL　０９７－５３７－５６０３


　　　　　　　　FAX　０９７－５３４－６１８２


　　　　　　　　E-mail : kikaku@city.oita.oita.jp


☆お問い合せ　　　企画課　担当　宮下、平松、甲斐







れらの事例にとらわれず、
に関して、自由にご意見等を


★記入の一例（参考）


項　　　　目 コ　メ　ン　ト　等


市政への住民参画について ・今、市民がどのような形で市政に参加できるのか、また、市民が担える役割は何なのか等を議論すべき。


協働の推進について ・市民協働のまちづくりを行ううえで、何が必要なのか、大分市には何が足りないのか等を検討したい。


情報公開、情報共有について
・市民の市政参加には行政との情報共有が必要と考えるが、現状の情報公開ではわかりづらい。
　わかりやすく市民に情報提供できるよう、そのあり方を検討したい。


地域活動団体（コミュニティ）について ・地域コミュニティの崩壊は大きな課題と考えている。コミュニティの維持について検討したい。


… …


その他　自由意見等 ・自治基本条例は市民にわかりやすい表現にしたほうが良い。具体案は無いが検討したい。


・地域の身近な課題としては○○○○等が考えられるが、
　自治基本条例でどのように反映できるか考えたい。


・大分市の良い所、悪い所を再認識するところから検討の糸口としたらどうか。


　　　　　　　上記については、記入していただく際の参考として、考えられる一部の事例をまとめましたが、こ
　　　　　　市民が行政に期待するものや、身近な課題等、今後自治基本条例の検討に必要と思われること
　　　　　　記入していただいて結構です。







項　　　目 コ　メ　ン　ト　等


○今後の自治基本条例の検討に必要と思われる事項                                     委員氏名
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